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はしがき 

 

第１次・第２次地方分権改革では、国と地方の関係を対等・協力の関係に変え

るという理念の下、地域が自らの創意と工夫により課題を解決するための制度

的基盤の構築が図られてきた。 

平成２５年６月に「第３次一括法」、平成２６年５月に「第４次一括法」が成

立し、地方公共団体に対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等が

進められてきた。 

さらに、地方の発意に根ざした取組を推進する新たな手法として、個々の地方

公共団体等から地方分権改革に関する提案を広く募集し、それらの提案の実現

に向けて検討を行う「提案募集方式」が平成２６年から導入された。 

「提案募集方式」による地方公共団体等からの提案等を踏まえ、事務・権限の

移譲や義務付け・枠付けの見直し等を一層推進するため、平成２７年６月に「第

５次一括法」が制定された。平成２８年度以降も毎年度、一括法の制定により更

なる事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等が行われ、令和５年６月に

は「第 13次一括法」が成立した。 

このような地方分権に関する種々の改革の進展や課題を視野に入れながら、

地方分権に関する基本問題について先進的かつ実践的な調査研究を実施するた

め、平成１６年度に本研究会を設置し、検討を重ねてきた。令和５年度において

は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」上の新型コロ

ナウイルス感染症の位置づけが五類感染症へと変更されたこと等を踏まえ、対

面・リモートを併用する形式で研究会を開催しており、本報告書は、その成果を

とりまとめたものである。 

本報告書が、我が国の地方税財政を考える上での一助となれば幸いである。 

なお、本研究会は、一般財団法人全国市町村振興協会と一般財団法人自治総合

センターが共同で実施したものである。 
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第１回地方分権に関する基本問題についての調査研究会（堀場座長） 

議事概要 

 

【日時】令和５年６月 23 日（金）18:00～19:30 

【出席者（学識委員）】 

堀場座長、中井座長代理、赤井委員、木村委員、國崎委員、佐藤委員、 

宍戸委員、橋本委員、花井委員、林委員、福重委員、御船委員、望月委員 

 

【議事次第】 

１ 開会 

２ 議題 

「地方自治体の少子化対策・人口減少対策」 

３ 閉会 

 

【議事概要】 

「地方自治体の少子化対策・人口減少対策」  

（１）説明 

発表資料に基づき、御船委員より説明。 

  

（２）質疑応答 

○ 資料７ページの婚姻件数には再婚の件数が含まれていると考えるが、再婚

件数を分離することはできないのか。離婚率は結構最近上がっていると思わ

れるため、実態的な初婚の件数というのはこれよりもさらに少ないのではな

いかと考えられる。 

→データがないため分離は難しい。国が調査している人口動態からも算出でき

ないと思われる。 

 

○ 25 ページの少子化対策の予算推移について、民主党政権時に子ども手当

導入で上昇し、児童手当に戻して所得制限を設けた影響で 2012年に落ちる。

その後、2020 年に保育料無償化で上昇したという説明があった。それ以外も
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全体的にかなり右肩上がりで上がっているが、何が増えた結果このような増

加傾向になっているのか。 

→待機児童数の削減のための保育施設の充実や、子ども・子育て支援制度など、

いろいろな制度や施策を展開しており、おそらくそれの反映かと思われる。 

 

○ 58 ページの「結論（つづき）」というところで、②の支援の遅れやポイ

ントのずれという点は間違いないかと思う。それを裏づけるのは、26～27 ペ

ージの記載の重点課題の変遷かと思うが、１期、２期というのは本当に少子

化対策なのかなとふと疑問に思った。４期ぐらいになると、ターゲットがか

なり絞られてきているような気がする。もしかしたら 2015年あたりからター

ゲットが絞られてきて、それが予算配分対象になってきているということは

ないか。 

→地方創生施策が本格的に始まった時期が４期。それで、結婚から出産までを

包括的に支援するというふうにややトーンが変わった。その反映かと思われ

る。 

 

○ 政令指定都市でも人口が減少するというのはある意味当然で、人口供給サ

イドの動きがどんどん止まってきて、もうそれ以上入ってこないのであれば

当然、人口は減る。 

ただ、それですごくいいことを書かれているなと思ったのは、結論として 58

ページに、少子化を前提にした政策に転換すべきだと、少子化を止めるとい

うことに関して積極的にできないのだったら、少子化を前提にした政策に転

換すべきである箇所。もうちょっと具体的にどういうことを意味しているの

かというのを教えていただきたい。 

→例えば、移民（外国人の受け入れ）の本格的な検討といったことが挙げられ

る。 

 

○ 婚姻や出産、子育ては、各家庭の結婚観や家族観に沿ったものであるから、

政府が積極的に介入するべきなのかについて国民的な議論ができないのであ

れば、これはもう少子化を前提にするしか方法はないと思う。そう考えると
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極端ではあるが、少子化を改善するというのはある種幻想かもしれないと最

近思っているが、いかがか。 

→少子化問題の専門家や人口学者などによる意見は言い尽くされているにもか

かわらず、少子化は少しも改善されない。あとはもう実行あるのみであり、

最近では以前よりも少子化対策にお金をかけるようになってきたが出生数は

減っている。この現実を見れば、少子化対策の効果に疑問が湧くのは当然で

ある。 

 

○ その場合、財政措置なり予算規模を下げることを主張しているのか、維持

又は増額を主張しているのか。 

→少子化が進んで、今のサービスをそのままにしておけば、予算は少なくて済

むが、一定程度の水準を維持するため、つまり反転増加はしないがこれ以上

減らさないために少子化対策を頑張るという選択肢もあると考えている。 

 

○ 家計調査等々でみると、要するに所得階層の高いところと低いところに子

どもが多い。中間層は少ない。この原因は、教育費の問題だという者もいる

が、教育費というのは大学卒業までのお金であって、幼稚園に要するお金だ

けではない。教育費が非常に上がっている状態の中で、突っ込むべきお金が

少な過ぎるというのが、多分御船先生の結論と全く同じだと思う。そこの問

題を解決しないと少子化対策はできない。 

→１つのポイントだけでは絶対解決策にならないからパッケージをつくって、

まとまった金額を充当しなければならない。はたしてそれだけの予算が付け

られるかどうかが問題だと思う。 

 

○ 少子化、高齢化というのは、日本だけではなく世界の流れだと思う。特に

先進国においては、高齢化はどの国においても恐らく重要な問題である。そ

れに対する対応は国によって違うと思うが、方向性を考えるときに、これは

経済問題なのか、社会問題なのかというので、結構取り組み方が変わるので

はないかと思う。 
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 経済問題として取り上げている例としてはオーストラリアがある。経済問題

として、例えばどうやって移民で補っていくかということで勝負している。

これに対して、北欧は社会問題として、町が寂しくなる、人口が急減すると

生活に支障が出ると捉えており、取組はアングロサクソン系の国とかなり違

うかなと思う。日本としてもどういう方向で人口問題を捉えるかというのは

すごく興味深いところだが、先生はどうお考えか。 

→今年の４月に社人研が将来人口推計を出しており、2070 年に外国人が１割

になるという予測を立てていると聞いている。人口は 100 万人ぐらい減るが、

その分生産年齢人口の年代の外国人を入れる、９人ないし 10人に１人は外国

人という社会になるという前提が社人研の推計で置かれているということに

なる。令和臨調も将来的に 2070年に人口の１割を外国人にすべきだという提

言をするという記事もあったりして、そう考えると労働力補完という、これ

は経済的な観点になるかと思う。 

→社人研の推計についてはいろいろと議論があって、年金の財政検証に関わっ

ているのではないかという話もある。つまり、人口、特に勤労人口が減ると

社会保険料が減るので、年金財政がもたない。外国人が１割になるかどうか

は誰にも分からないが、１割にしなければ、恐らく年金保険料を十分徴収で

きず、財政の持続性が問われることになる。ちなみに、次の年金の財政検証

の年は 2024 年である。 

→必要なのは多分経済的な支援だけではない。雇用の安定や賃金の伸びなど。

財政の問題は必要条件だけど、十分条件ではないと思う。徹底的な労働市場

改革や規制緩和をやるしかないと思う。また、介護は社会化した一方で、子

育てをする責任はどうして家庭にあるのかということも考えてもいいと思う。 

→移民を入れたとしても、やはり人口がある程度下がっていったとき、日本が

持続可能であるために、どうあるべきなのか。できるだけ、人口が減ったら

その分だけ歳出が減るようにすべきである。規模の経済性があるから、なか

なか歳出は減らせないと思うので、人口が減っても税収は確保できるよう、

生産性を上げるなどの方向も考えながら人口対策をやっていくほうが、悪く

なるスピードを抑え込めるのではないかと思う。 
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○ 13 ページの人口増と出生増、婚姻件数の関係図について、計算をした結

果、16％ぐらいしか婚姻件数が増えても人口増に結びついていないというの

は非常に低いなという印象を受ける。政策の選択として、婚姻の支援という

のがそれほどは評価できないのではと思うが、先生のお考えがあれば。 

→このような結果になっている理由は，婚姻件数と人口減少数の大きさの違い

にあるようだ。婚姻件数の増加数は圧倒的に１桁台が多く，２桁の増加はご

く一部（最大は金沢市の 59件増）である。一方、婚姻件数が増加していて人

口が減少している 138 団体の人口減少程度は、３桁以上の自治体数が９割以

上を占めている。このような増減数の桁に大きな違いがあるため，婚姻件数

の増加が人口の増加につながっていないようにみえる結果となっているもの

と考える。 
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第２回地方分権に関する基本問題についての調査研究会（堀場座長） 

議事概要 

 

【日時】令和５年 11 月 17 日（金）18:00～19:30 

【出席者（学識委員）】 

堀場座長、中井座長代理、赤井委員、木村委員、國崎委員、佐藤委員、 

西川委員、橋本委員、林委員、御船委員、望月委員 

 

【議事次第】 

１ 開会 

２ 議題 

「デジタル時代の地方税の課題とあり方」 

３ 閉会 

 

【議事概要】 

「デジタル時代の地方税の課題とあり方」  

（１）説明 

発表資料に基づき、佐藤委員より説明。 

  

（２）質疑応答 

○ 日本においてプラットフォームとしての中央決算システムを設けるとする

と、どのような運営主体とすることが考えられるか。 

→ イギリスの場合はプラットフォームを政府内（関税歳入庁）に設けている

が、国が所得情報を集約すべきではないということであれば、外郭団体に

設けるというのも一案かと思う。行政コストの観点からも、現在は各自治

体が課税資料の提出を受けて作業を行っているため、プラットフォームで

一元的に作業を行うことで、コスト削減を図ることができると考える。 

プラットフォームの運営主体としては、決済機関である銀行があり得る

のではないかと考えているところ。お金は勤務先の口座から個人の口座に

移るのであって、各銀行口座に付番がなされていれば、その口座主情報を
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住民基本台帳情報と接続することによって、所得情報やそれに基づく源泉

徴収額、地方税の納付先団体等を一元的に管理、作業できるのではないか

と考える。 

 

○ 日本の徴税システムが非効率であるという認識を前提に、システム改革に

より「使いやすい」ものにすると、給付施策が増え財政規律の緩みにつな

がるのではないか。 

→ 非効率なシステムであるからこそ、ターゲットを絞ることが出来ず、「ば

らまき」と言われる政策が行われる。新型コロナウイルス感染症対応でも、

持続化給付金や雇用調整助成金、一律 10 万円給付や住民税非課税世帯等へ

の給付など、経営や生活に影響を受けることが想定される主体に対し、総

花的な給付施策がとられたところ。 

 

○ プラットフォームの設立による現年課税の実施のハードルが高い場合、IC

Tを活用するなどして、現在よりも所得確定を早めるというのは可能なのか。 

→ カナダにおいては、連邦と州との間の租税徴収協定（Tax Collection Agr

eement）により、連邦税と収税の一部について徴収が一元化されているが、

これは源泉徴収の度に事業者が自治体に納めるのは事務負担が大きいこと

を踏まえ、当該年度分の地方税収相当額は国が自治体に仮払いし、翌年度

以降に精算するという仕組みであり、納税者が税を納める行為と、自治体

に対して事業者が税を納める行為を分けることができる。つまり所得の確

定を早めるのではなく、国・自治体間の徴税業務や支払の仕組みを変える

ことにより、現年課税と同様の効果を実現させるというもの。 

 

○ 収集した税務情報を分析し、「使える」情報に転換する組織が必要だと思

うがどうか。連邦制をとっているカナダは、そのような情報を各州から収

集し、統一化したうえで行政に活用することのできる情報にする機関が設

置されている。日本においては、経年的なデータであっても、予算の都合

によりデータの収集・分析を合理化、廃止するなどの事例があるが、その

ような事情によりデータの収集・分析の実施が左右されるのは望ましくな
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い。 

→ 同意する。データベース化は必要であり、「統計庁」のような組織を設け

ることは一案だと思う。その組織に、税務情報だけではなく政府関係の統

計情報を全て集めるのはどうか。現在、厚生労働省はレセプト情報を収集

しているが、レセプト情報のみでは医療情報しかわからない。税務情報、

所得情報と結合させることができれば、所得状況と医療行為、介護状況な

どをリンクさせて分析することが可能である。 

   税務情報は正確性が高く、限りなく悉皆に近い重要なデータである。国

の実態をつかむための、いわば「公共財」であって、収集・分析を一元化

する組織において匿名化等の処理を行った上で一般も活用可能とすること

により、行政のみならず、学術分野における活用も広がるものと考える。 
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